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研 究 ノー ト
女性研究者の現状 と機 会均等'
前　田　佐和子
要　旨
　 日本の女性研究者は、職階、専門分野、雇用形態において著 しく偏 った分布をしている。助手
や講師の階層に集中していること、人文 ・社会科学に偏在 し、 自然科学 ・工学には極端に少ない
こと、非常勤教員には女性が多いことに特徴がある。女性研究者が全研究者に占める割合は欧米
と較べて非常に小さいが、その分布がこのように偏在 していると言 う点で両者は共通している。
1970年代以降、男女やマイノリティの機会均等を実現するために法的整備やそれに伴う措置、行
動計画が実施されてきた欧米社会においてなお、多 くの問題が存在する。業績評価の過程に入 り
込む性差別などを客観的な分析を通して明らかにするなど、現場における努力が続けられている。
2000年5月に発表された国立大学協会の提言に盛 り込まれた`ポジティブ ・アクション'には、そ
の理念や方法の是非、 目標達成の可能性など検討すべき課題は多い。 機 会均等'の根拠 となる理
念を明確にし、 日本の現実に照 らして具体化することが求められている。
キーワー ド　女性研究者、機会均等、ポジティブ ・アクシ ョン、性バアヤス
1　は じ め に
　新制大学に女子の入学が認められるようになっ
て半世紀、高等教育に学ぶ女性の数は増えつづけ、
現在では短期大学で90%、四年制大学でも40%近
くになっている。一方で、大学 ・研究機関で教員
ならびに研究者 として働 く女性は依然 として少な
い。近年、女性の社会進出は目覚 しいものがある。
しかし、学術研究分野での女性はまだ圧倒的少数
であ り、これまでその実態や問題が国家レベルで
論 じられることはなかった。
　1999年4月から施行された改正男女雇用機会均
等法では、募集、採用、配置、昇進について女性
に対 す る差別 を禁止 する ことが明記 され、 さ らに
同年 、男女共 同参画社会基本法 が成立、施行 され
た。 これを受けて2000年5月、 国立大学協会(略
称、 国大協)が 国立大学 での男女 共 同参画 を推 進
す るために、は じめて女性教員 の問題 を取 り上げ、
現状 を改善 す るための措置 を提 言 した1)。この提
言の柱にな るのが、`ポジテ ィブ ・アクシ ョン(積
極的改善措置)'と呼ばれる雇用 ・昇進 におけ る男
女差 を積極 的に改善 するための措置であ る。
　国大協 の提 言、 と りわけ`ポジテ ィブ ・ア クシ
ョン'が、教育 と研 究の現場 に どの ような影響 を
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図1　国立大学における学部、修士課程、博士課程の卒業者および教員の女性比率の推移
もたらすのか、科学の進展 と展開 という視点から
見てどう評価されるのかなど、検討するべき課題
は多い。
　本稿では、 日本の大学 ・研究機関で働 く女性研
究者の現状 とその国際比較を概観 したうえで、
`ポジテ ィブ ・アクシ ョン'の基本 とな る理 念 とそ
れが如 何 に正 当化 され得 るの かを、 ア メ リカや
ヨー ロ ッパ におけるこれ までの議論 を も とに検討
する。
]1　国立大学協会提言
　国立大学の大学院重点化政策は、国立大学だけ
ではなく文部省政策に従う私立大学に とっても重
大な問題 となっている。大学院拡充による定員の
大幅な増加の一方で教員数は微増するにとどまっ
ていることから、すでに若手研究者の就職難、競
争の激化が始まっている。こうしたなかで2000年
5月、国大協が「国立大学における男女共同参画
を推進するために」という報告書を発表 した1)。
この報告書のなかで提言された項 目のうち、眼目
はこれからの10年間で国立大学教員の女性比率を
20%にするという目標であろう。これまで常に少
数者 としてまた例外的存在 として扱われてきた女
性研究者ではあるが、最近の10年あま りで国立大
学大学院修士課程のなかの女性比率は大 きく伸
び、21%に達 している(図1参照)2)。博士課程に
おいても、 この数年の伸びは著しく10年後の比率
1)2000年5月、国立大学協会男女共同参画に関するワーキング ・グループによって「国立大学における男女共同参
　画を推進するために:報告書」がまとめられ国立大学協会理事会で承認された。この報告書では実情把握のため
　の調査、教員公募システムの確立 とポジティブ ・アクシ ョンの採用、セクシャル ・ハラスメン トの防止など12の
　提言がなされている。ポジティブ ・アクシ ョンは`積極的改善措置'を意味する。
2)前掲書、22ペー ジの図J-2を引用した。
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が20%を上回ることが予測できる。国大協の提言
はこのような状況を反映 したものである。今後、
目標達成の可能性や 目標それ 自体にたいしてさま
ざまな角度から検討する必要がある。
　今回の数値 目標は、男女共同参画社会基本法 と
改正男女雇 用機会均等 法 に もりこまれた`ポジ テ
ィブ ・ア ク シ ョン'実 施 の ため の 目標 とタイム
テーブルの具体化 である。 したがって、数値 目標
の評 価は、まず`ポジテ ィブ ・アクシ ョン'それ 自
体の評価 の うえになされる必要 がある。
皿　女性研究者の概況
1　日本における大学教員女性比率
1.1大学教員女性比率の年次推移 と職階分布
　1998年度文部省学校基本調査報告書によると、
女性教員の占める割合は短期大学で42%、国公立
四年制大学で10%、私立四年制大学15%、平均16
%である。女性教員の30%が短期大学に集中して
いる3)。1979年度には平均女性教員比率が12.5%
であったので、この20年間で3.5%の増加に とど
まったことになる4)。国立大学女性教員比率(助
手を除 く)は女子院生比率の増加をゆるやかに反
映した年次推移(1973年か ら1999年まで)を示す
が、その変化はあまりにも小さい(図1参照)。ま
た図1か ら読み取れることは、学部および修士課
程の女性比率の増加率に くらべ、博士課程 と教員
の女性比率の増加はきわめて緩やかである。さら
に細部 について見る と、博士課程の女性比率が
1994年からかつてない増加をしていることが読み
取れる。博士課程を修了した女性が教員 として採
用されるようになるのはこれからの数年以内と予
想されることから、国体協が今回提言した数値 目
標 の設定 は、 この ような時代状況 を反映 した もの
と理解 で きる。
　教 員の職 階分布 に も、 男性 と女性の問 には顕著
な違 いがあ る。1979年度 の調査 による と、男性は
教授 と助手 の比率 がほぼ同率 であるの にたい し、
女性の場合 は約1対4と な ってい る5)。この傾 向
は現 在 も変 わ っていない。1998年度の 国立大学 に
ついて見 ると、男性 では40歳か ら65歳にかけて分
布す る教授 の数 が一一番 多 く、 つぎが主 に45歳まで
の助手 とな ってい る6)。女 性の場合、絶対 数の少
な さを別 に して も、その多 くが助手 であ る。また、
これ らの教 員階層 に含 まれない非常勤講師 と博士
号 取 得 後 も無職 で 研 究 を 続 け る 日本 に特 有 の
`オー バー ドクター'には女性 が多 い。1975年か ら
の20年間については、博士課程修 了者の うち就職
で きた者 の割合は、 男性 で63.9%～67.4%であ る
の に対 し、女性 では40.0%～53.6%で7)、この こ
とは国体協報告 で も指摘 されている。彼 らの研究
環 境は貧 し く厳 しい8)。以上 の事実 は、 国立大学
のみな らず全 ての大学 において、女性研究者 は低
3)登谷美穂子、rWomen　in　Higher　Education　in　Japan」,　unpublished　matter,2000年。
4)坂東 昌子 ・野 口美智子 ・新 山陽子編、「女性 と学 問 と生活」、勁 草書房、6ペ ー ジ、1981年。
5)前掲 書、8ペ ー ジ。
6)国立大学協会男女共 同参画 に関 するワーキング ・グル ープ「国立大学 におけ る男女共 同参画を推進 するため に:
　報告 書」、23ページの図J-3に、 国立大学教員の性別、職階別の年齢 分布 が示 されている。
7)坂東 昌子 ・功 刀由紀子編、「性差の科学 」、 ドメス 出版、1997年、254ペー ジ に登谷美穂子氏の報告 があ る。
8)非常勤講師、オーバー ドクター として研究 を継続す る ことの不安、憤 りとそれで も研 究にかけ ようとす る率直な
　声が寄 せ られ てい る。坂 東 昌子 ・野 口美 智子 ・新 山陽子 編、 「女性 と学 問 と生活」、勁 草書房 、70-73ペー ジ 、
　1981年。
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図2　 国立大学における分野別、教員、博士学生、修士学生、学部学生の女性比率:平成10年度/1998年
い階層に集中してお り、研究 と教育に関するさま
ざまな意思決定に参加できていないことを示 して
いる。
1.2分野別女性教員比率
　女性教員 を専門分野別 に見てみ る と、その分布
にはかな りの偏 りが見 られ る(図2参 照)9)。国立
大学 において、看護保健分野の50.7%を最 高 とし
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図3　 アメ1丿力の高等教育における修士学生、博士学生、教員の女性比率の推移:1969/70～1995/96年
て、人文 ・社 会科学分野 は5～14%、教育学12.5
%程 度であるのに対 し、理学 ・工学 ・農学分野は
1～3%、医 ・歯学 で も3.9%であ る。 この専 門分
野が、かな らず しも各教員の専門 を正 しく反映 し
てい るとは限 らず、所属学部 の専門分野 によって
分類 された ものである ことを考慮 して も、な お、
女性教 員が比較 的人文 ・社会科学分野 に偏 ってお
り、理学 ・工学 ・農学系 では極端 に少な いこ とは
否めない。あ との3つ の分野で の博士号取得率は、
1995年度で男 性80%、女性 は80%を上 回 ってい
るlo)。女性 の国立大学博士号授与者 にた いす る教
員の比率 は3分 野それ ぞれ19.8%、13.7%、7.4
%と な ってお りll)、自立 した研究者 としての資格
を持 って も教員 として採用 されるの は非常 に狭 き
門 とな っている。 さ らに、理学系の なかで も物理
学 関連分 野は生物学 関連分野 に比べて、女性比率
が低 い12)。自然科学系 な らび に工学系 に極端 に低
い女性比率は、あ とで見 る ように 日本だ けの現象
ではない。 この偏在 を生 み出す要 因は、社会的 に
作 られて きた性差(ジ ェンダー)と生物学的性差 に
深 く関わ る問題 として総合的 に解 明され る必要が
あ るだろ う13)。
2　女性研究者の国際比較
2.1アメリカの現状
　アメリカでは、1960年代の公民権運動、女性解
放運動の高ま りのなかで、その成果 として1972年、
雇用機会均等法が成立 した。同時に人種や性構成
を改善するための 目標 と実施の日程 を示す`アフ
ァーマ ティブ ・アクシ ョン(積極的差別撤廃政
策)'が適用 されるようになり、大学高等教育機関
に働 き学ぶ女性やマイノリティが増加するように
9)国立大学協会男女共同参画に関するワーキング ・グループ「国立大学における男女共同参画を推進するために:
　 報告書」、28ペー ジの図J-6を引用 した。
10)坂東昌子 ・功刀由紀子編、「性差の科学」、 ドメス出版、1997年、253ページに登谷美穂子氏の報告がある。
11)鳥養映子氏(国立大学協会男女共同参画に関するワーキング ・グループのメンバーの一人)の個人情報による。
12)1984年に出された文部省科学研究費総合研究Ar婦人研究者ライフサイクル調査研究V」(研究代表者、塩田庄兵
　 衛)の報告書。119-124ページに学術会議全6部 会に所属する学協会の女性会員比率が示されている。
13)脳と認知機能における性差の問題が、これまでの研究をもとに論じられている。坂東昌子 ・功刀由紀子編、「性
　 差の科学」、 ドメス出版、77ペー ジ、1997年。
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　　　　　　 表1　 ヨーロヅパその他の国の高等教育 におけるフルタイム女性教員比率:職 階
　　　　　　　　　 別,全 分野
Country
Women professors: Percentage of faculty that are women 
         (Different ranks, all disciplines) 
       Year A (Full) B (Assoc) C (Assist)
Turkey 
Finland 
Portugala 
France 
Spain 
Norway 
Sweden 
Italy 
Greece 
UK 
Iceland 
Israel 
Belgium (Fr) 
Denmark 
Ireland 
Austria 
Germany 
Switzerland 
Belgium  (Fl) 
Netherlands
Australia 
USA 
Canada 
New Zealand
1996/7 
1998 
1997 
1997/8 
1995/6 
1997 
1997/8 
1997 
1997/8 
1996/7 
1996 
1996 
1997 
1997 
1997/8 
1999 
1998 
1996 
1998 
1998
1997 
1998 
1998 
1998
21.5 
18.4 
17.0 
13.8 
13.2 
11.7 
11.0 
11.0 
 9.5 
 8.5 
 8.0 
 7.8 
 7.0 
 7.0 
 6.8 
 6.0 
 5.9 
 5.7 
 5.1 
 5.0
14.0 
13.8 
12.0 
10.4
30.7
36.0 
34.2 
34.9 
27.7 
22.0 
27.0 
20.3 
18.4 
22.0 
16.0 
 7.0 
19.0 
 7.5 
 7.0 
11.3 
19.2 
10.0 
 7.0
23.0 
30.0
10.2/23.5
28.0
44.0
30.9 
37.6 
45.0 
40.0 
30.6 
33.3 
45.0 
30.8 
18.0 
32.0 
16.3 
12.0 
23.8 
25.6 
13.1 
20.0
40.7 
43.1
45.5
Updated from Osborn (1998) 
The countries are listed according to the percentage of full professors that are fe-
male. 
Note: Belgium keeps two sets of statistics, one for the French (Fr) and one for the 
Flemish  (Fl) part. 
 aPortugal, Numbers include only academic staff performing R and D activities.
なった14)。過去30年間の大学院生 と教 員の女性 比
率 は増加 しつづ け、1996年には修士課程 の院生 は
55.9%と過半数 を超 え、教員比率は39.6%に達 し
ている(図3参 照)15)。注 目すべ きことは、博士課
程 の院生 と教員の女性比率がほぼ同 じ値 に達 して
いる ことである。80年代後半 に見 られ る教員比 率
の停滞 は、`アフ ァーマ ティブ ・ア クシ ョン'と数
値 目標の強制 に対す る一定の見直 しが行われた こ
とを示唆 して いる。現在、教授の女性比率は17.8
%に 達 している。 自然科学分野 において も1993年
時点 で物理科学13.8%、生物科学では27.3%、数
学31.4%、計算機科学で20%と、 日本のそれ と較
14)アメリカにおける雇用機会均等法 とアファーマティブ ・アクシ ョンについての概略、ならびに大学の女性研究
　 者への適用について、坂東昌子 ・野口美智子 ・新山陽子編、「女性 と学問 と生活」、勁草書房、1981年、249-255
　 ページにまとめられている。
15)国立大学協会男女共同参画に関するワーキング ・グループ「国立大学における協会男女共同参画を推進するため
　 に:報告書」、30ペー ジの図US-1を引用した。
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図4EC加 盟国教授女性比率年次変化(1980-1998)
べてかな りの高率 である16)。教員の階層区分は 日
本 のそ れ とは違 って お り、 身分 保 障 のあ る`te-
nuretrack'とその保証 のない`non-tenuretrack'
の教 員を含 んでお り、女性 が後者 に多 く分布 して
い ることな どを勘案 する と、一概 に 日本の数字 と
比べ ることには問題 があるが、 それで もなお、 日
米の数字 の開 きは歴然 としている。 なお、 ここで
も物理科学 の女性比率 と生物科学の それ と間 には
かな りの開 きがある。
2.2ヨ ーロ ッパ の現状
ヨー ロッパ の現状 は表117)にあ る教授の女性比
率に見 るとお り、 国に よってその値 にば らつ きが
あ る。北 欧諸 国を除 くと、一般的 に見て経済力の
あ る北方 のイギ リス、 ドイツ、オー ス トリア、ベ
ルギーで低 く、 トル コ、 イタ リア、 スペ インな ど
南の諸国で高い とい う`南北格差`が指摘 されてい
る18)。ヨーロ ッパ では、科学 における女性の問題
は1980年代の北欧諸 国 に端 を発 した。1980年代
前半 の教授 の女性比率 は、 どの国において もほ と
ん ど変化 がない(図4参 照)19)。その後、 フ ィン ラ
ン ドの大幅な上昇 のあ と、1990年代 に入 り他の国
で もゆ るやかに増加 し始 めた。 フ ィン ラン ドでは
1997年か ら98年にかけて全 ての女性准教授が教授
へ と昇進 した結果、一一年 間で13%から18%に上昇
し、 イギ リス で は1995年以 降 、 大 学 とrpoly-
technics(総合専 門学 校)」との 比率 を等分 にす る
とい う政策 に よって女性教授 の比率 が大 き くな っ
た20)。しか し、 ヨー ロ ッパの女性研究者が順調 に
増 えつづけて きたわけではない。1988年、オ ラン
ダでは女性 の教授 お よび助教授 の減少があ った。
これ には教授 ・助教授層 に対 す る`restructuring'
16)前掲 書 、33ペ ー ジ 。
17)ヨー ロ ッパ 連 合 の 科 学 政 策 の な か で 、`機 会 均 等'に 関 す る 報 告 書 が ヨ ー ロ ッパ 協 議 会 に よ っ て 発 行 さ れ て い る 。
タ イ トル はrPromotingexcellencethroughmainstreaminggenderequality」、2000年。 表1は 、 こ の 報 告 書10
ペ ー ジ の 表2.1を 引 用 し た 。
18)M.Osborn,「FactsandfiguresstillshowlittleroomatthetopforwomeninscienceinmostEUcountries」,
Women＆Science、4ペ ー ジ 、1998年。
19)ヨー ロ ッ パ 協 議 会 、rPromotingexcellencethroughmainstreaminggenderequality」、12ペ ー ジ の 図2.3を引
用 し た 。
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図5EC加 盟国の職階別性 比率
(ベルギー、フラ ンス、 ドイツ、スペイン、 イギ リス、オ ランダ)
が原 因 している と言われてい る21)。
日本や アメ リカに見 られ るような、学生 や大学
院生 の女性比率がその ままポス トを持 った女性研
究者 の 比率 に は反 映 して いな い とい う問題 は、
ヨー ロ ッパ に おいて も存在 す るの だろ うか?図
522)は、 ヨー ロッパ もまた全 く同質の問題 を抱 え
ている ことをあざやか に示 している。EU加 盟六
力国の学生 か ら正教授 までの構 成比率を女性 と男
性 のそれ ぞれ について表示 した ものであ るが、 見
事 に`はさみ'の形 を成 してい る。 つま り、右(上
位)に行 くほ ど女性の比率 は下が り、 その分男性
比率 は上 がっているのであ る。
女性研究者の専門分野別比率 もまた、 日本やア
メ リカの特徴 とおな じものを備 えてい る。 人文科
学や社会科学 では比較的高い比率 を示すが、 自然
科学、 と くに物理、化学、工学系では低 い23)。
3排 除 から隔離へ
これまで、日本、アメ リカ、ヨー ロッパの大学 ・
研究機関 に働 き学ぶ女性研究者の現状を概観 して
きた。 そ こには国や地域 による違いを超 えた共通
の問題点 がある。それ をつ ぎの3点 にま とめ るこ
とがで きる。
20)前掲 書11ペー ジ。 イギ リスで採 用 され た`binarydivide'政策 は、 大学(universities)と総合 専 門学 校(poly-
technics)の比率 を同 じ くす るものであ る。 この政策 に よって、総合専 門学校 か ら大学に転換 した ところでは、
女性の教授 が増加 した。
21)前掲書11ページお よび25ペー ジ。 オランダでは、1970年に65人いた女性教授 が、1988年には50人に減少 した。
同 じ く、中間階層の教員数は、312人か ら105人に減少 した。1988年、アムス テル ダム大学で採 用 されたアフ ァー
マテ ィブ ・アクシ ョンは、女性 が雇用 され る際 に男性 と同等では な く、 男性 以上の資格 ・能 力を有す る場合 に
採 用 され る とい う基準を設定 したため、女性 に不利 に働 いた とされ てい る。 アム ステル ダム大学では、事実上
このアクシ ョンは放棄 された。
22)前掲書12ページの図2.4を引用 した。
23)前掲書136ペー ジ の表 皿.2。フランス、 ・イタ リア、オ ラン ダ、 イギ リスの分野別、職階別女性比率 が示 されてい
る。国 によって研 究分野の カテゴラ イズの仕方 が異 なるため、直接比較 す るこ とは難 しいが、一般的傾 向は共
通 している。
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1)先細 りの構造(`leakypipeline'24))
学部 学生 、大学院生 レベル の女性比率 は増
加 し、 日本 で も分野 に よっては50%を超 え
る場合 もあ る。 日本 の現状 の最 も顕著 な も
の として大 幅な大学 院生数 の増 加 があげ ら
れ るが、 なかで も女 子院生 の増 加 には 目を
見張 る ものがあ る。 しか し、助 教授 か ら教
授 へ と上位 職階 にあが るにつれて大学 院生
の女性比率 か ら先細 りしてい く。 この構 造
は油 もれのす るパ イプ ラインにた とえ られ
てい る。
2)専門分野 の偏 り(`enclosure')
女性研究者 の専 門分 野別 の分布 には、 日本
と欧米社会 の間 に共 通性 があ る。人文 ・社
会 科学、生 物学 に比較 的 その比率 が高 く、
物理 学、化 学、工学 で は極端 に低 い。 女性
研 究者 は、囲い込 まれた敷地 のな かで生 活
す るこ とを許 されてい るかの ような現 実の
なか にい る。二十一世 紀 にめざ ま し く発 達
す るで あろ う生命科 学 が、 自然 科学 のみな
らず社会全 体 に大 きな変化 を もた らす こ と
が予測 され、 自然科 学 と人文科 学、社会 科
学 か らの総 合的 なアプ ロー チが求め られて
い る。 限定 された分 野 に女性 が囲 い込 まれ
てい る現状 は、科学 それ 自体の大 きな阻害
要 因にな るだろ う。
3)雇用形態 の偏 り(`subcontract')
教員 ・研 究員 の雇用形 態 は国 によって異な
るが、雇用 契約上共 通す る点 として次 の事
柄 が挙 げ られ る。 日本の専任 と非常勤 、ア
メリカのtenuretrackとnon-tenuretrack、
ヨ ー ロ ッパ のstandardとnon-standard
(パー トタイム を含 む)25)の雇 用形態 におい
て、女性 は後者 に多 い。 いわば、請負仕事、
外 注仕事 を分担 してい るのであ る。 今回の
国大協提言 は、大学 非常勤講 師 に女性 がか
な り集 中 して いる事 実 を指摘 し、 この事 態
の改善 を提言 している26)。
二 十世 紀前半 まで高等教育 の場 か ら排除 されて
きた女性 が、本格 的に大学院 で研究者 となる教育
を受け るようにな った現在、 当然 の結果 として研
究職 に就 くことを希望 する女性 が増加 してい る。
しか し、依然 として特定の分野の、特定の職階の、
特定 の雇用形態 に隔離 されているのが 日本の現状
であ る。
]V機会の均等
1機 会均等'の理念 と正 当性
ポジテ ィブ ・アクシ ョンや アフ ァーマ ティブ ・
ア クシ ョンは、雇用 と昇進の 機 会均等'とい う理
念にその根拠 をおいている。 機 会均等'の考 え方
は、アメリカにおいて女性解放運動 と公民権運動
のなかから生み出された。その後、`機会均等'を
根拠づける法の整備 と、その法を実体あるもの と
するための行動計画が作 られ実行 されてきた。
24)学部学 生か ら教授 にいた る各段階 の女性比 率が、上位 の職階 に上が るにつれ て低 下す るこ とを、`1eakypipe-
line'と表現 している。前掲書12ペー ジ。
25)ヨー ロ ッパ協議会の1998年度報 告書EqualOpportunitiesforWomenandMenintheEuropeanUnion-1998
-」、15ページ。1997年度 の調査 では、13%の女性が期限付 きポス トに就いてい るの に対 し、男性 はll%である。
パー トタイム雇用の80%が女性である。
26)国立大学協会男女共 同参画 に関するワーキング ・グループ「国立大学 におけ る男女共 同参 画を推進 す るため に:
報告書」では、提言 の一 つに非常勤講師の処遇お よび研究環境 の改善 を挙 げている。11ペー ジ。
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ヨー ロ ッパ において も、二十世 紀前半 までは、大
学 で女性 が学ぶ こ とは禁止 され るか大 幅に制 限さ
れていた。1957年の ローマ協定で男性 と女性 に対
する平等 な扱い とい う原則が 出されたが、国家 レ
ベル で法的基礎が作 られ、性 による差別 が違法 で
あ る とされ る よ うに な った の は1970年代 で あ
る27)。
い うまで もな く、平等(equality)の考 え方 は、
近代社会 の基本理念の一つであ る。科学 も近代社
会 の誕生 とともに生み 出された ものであ り、平等
の理念 を内包 してい る。社会や文化 の違 いに よっ
て女性研究者の状況 には違 いがあ るが、平等 であ
る ことを求め る点 において違いはない。 しか し、
平等 な扱 い(equaltreatment)が、かな らず しも
同等 の結果(equaloutcome)を生 み出す ものでは
ない。 では、何 において平等であ ると判 断す るの
か、平等 であ る とい うこ との科学上の意義 は何 か
とい うことはそれほ ど自明ではない。 今回の国大
協提言 で出された数値 目標 の評 価 も、はた して女
性研究者 と男性研究者の平等を実現す るうえで適
切 であるか、科学の進展 に積極的に機能 す るか と
い う点 にかかってい る。
アメ リカでは1980年代、数値 目標 の強制 に対 す
る批判の なかで見直 しがあ り、機 会の均等 か ら、
結果 における均等を求め る方向に変化 して きた。
た とえば、1999年のス タンフ ォー ド大学 が発表 し
た政策見直 しにおいて この点が明瞭に述 べ られて
い る28)。さ らに、"あ るポジシ ョンにはそれ に一一
番 ふさわ しい資格 を持 った人が採用 され る;こ の
ことが、機会均 等の エ ッセンスで あ る"と規定 し
ている。 その結果 として、科学 と技術の世 界に多
様 性(diversity)が生 まれ る とい うこ とか ら、機
会 の均等 が科学 ・技術の進展 を犠牲 にす るもので
はな く、 む しろ積極的 に寄与す るものであ るとい
う理論的根拠 が与 え られたのであ る。 機 会均等'
を実現す る上 で重要な こ とは門戸 を開いて人材 を
発掘 する ことであ り、そのため に採 用手順の透 明
性 な どを詳 しく規定 してい る。
ヨーロ ッパ では、 機 会均等'の理 念は どの よう
に根拠づ け られてい るのだ ろうか?こ の点に関す
る ヨー ロ ッパ協議 会(EuropeanCommission)の
科 学政 策 は、`Mainstreaminggenderequality'
と名付 け られ ているが、そのなかで、女性研究者
の欠如 は、公正 さ(equity)、優秀 さ(excellence)、
効果(efficacy)、効率性(efficiency)を損 な うもの
である として積極的改善措 置 を講 じることに根拠
を与 えて いる29)。`Mainstreaminggenderequal-
ity'とりま とめの責任者 であ り、 ドイッの生物物
理学 者 、M.Osbornによる と、 もっ とも基本 と
なるのは公正 さ(equity)であ り、 さらに女性研 究
者 の`leakypipeline'構造 は教育投資 の経済的浪
費 である と述べてい る30)。
今 回の 国大協提言 において、積極的改善措置 を
どの ような理念の も とに講 じるのかは明記 されて
いない。`男女共 同参画社会の実現'とい う表現 が
与 え られ ているが、では共同参画 とは何 を指すの
27)ヨー ロ ッ パ 協 議 会 、rPromotingexcellencethroughmainstreaminggenderequality」、22ペ ー ジ 。
28)EqualEmploymentOpportunityStatementReaffirmationofPolicy,StanfordUniversity」,1999年3月。
29)ヨー ロ ッ パ 協 議 会 、rPromotingexcellencethroughmainstreaminggenderequality」、2ペ ー ジ 。 科 学 へ の 女
性 の 参 加 は 、 公 平 さ(equity)、優 秀 さ(excellence)、効 果(efficacy)、効 率 性(efficiency)とい う 点 で 重 要 で あ る
と し て い る 。Efficacyを低 め る こ とは 、 研 究 者 の 年 齢 構 成 が 若 い 女 性 を 排 除 す る こ とで 老 齢 化 し 結 局 は 人 材 プ ー
ル を 縮 小 す る こ と に な る と い う 内 容 で あ る 。Efficiencyとは 、leakypipeline構造 が 教 育 投 資 の 無 駄 で あ る と い
う 点 を 指 し て い る 。
30)M.Osborn,「FactsandfiguresstillshowlittleroomatthetopforwomeninscienceinmostEUcountries」,
Women＆Science、2ペ ー ジ 、1998年。
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か、それは如何にして正当性を持つのかは必ずし
も明らかではない。男女共同参画社会基本法前文
には、 日本国憲法に定められた"個人の尊重 と法
の下の平等"を根本的な理念 とする男女平等の実
現がうたわれている。 しかし、第1章 第1条 にあ
る"男女の人権の尊重"と"社会情勢の変化に対応
できる豊かで活力ある社会を実現することの緊急
性"とは併記 されているのみで、両者の間にどの
ような関連性があるのかについての論理構造 と、
`男女共同参画社会'実現の必然性が必ずしも明ら
かではない。また、欧米社会で定式化されてきた
`機会均等'と`多様性'は
、性差別のみを対象 とし
たものではな く、社会のなかのマイノリティ全般
を対象としているのに対 し、国大協の提言には、
そのような視点は見当たらない。今回の提言は、
ただ国立大学教員のみならず、 日本の女性全体に
とっても大きな意味を持つ提言であるだけに、こ
の基本的な立場が明確にされていないことは今後
に問題を残 したといえる。
2業 績評価における性バイヤス
これまで見てきたように、 機 会均等'の正当性
は公正さ(equity)に一一つの根拠を持っている。で
は、公正であるということの意味は何か?この問
いはきわめて具体的な状況のなかで検証されてい
く必要があるだろう。 ここでは、二つの研究報告
をもとに公正さの問題を検討する。研究を進める
上で必要な条件や地位 と研究実績の関係において
著しい男女差があるという統計結果 と、公正さが
最 も厳 しく求められる研究業績評価の過程で本来
評価の対象にはならない事項が入 り込んでいると
い う事例 を紹 介 しよう。
2.1研究条件における性バイヤス
研究を進めるうえで必要な条件を一概に規定す
ることはできないが、多数の事例をもとに統計的
な意味合いで研究条件を見る場合には、研究者が
どのような地位にあり、 どれほどの研究費を配分
され、どれほどの共同研究者を持つかが指標にな
る。1982年からの3年 間に文部省科学研究費の補
助を受けて行われた「婦人研究者のライフサイク
ル調査研究」31)では、全分野にまたがる研究者(有
効解答数女性712人、男性447人)を対象 とした大
規模な調査研究が行われた。そこで研究者の研究
条件 と研究活動度を定量化 し、両者の間にどのよ
うな相関があるかを調べた。所属大学の種別(国
立、公立、私立)、機関別(短大、4大、大学院、
研究所など)、職種(助手、教授など)のそれぞれ
に研究条件 としての優位性を定量化し、それ らの
総合的指標を制度的研究条件(J)と定義 した。一
方、雑誌への論文掲載(審査の有無)、著書、共著
書、翻訳、さらに名前はでていないが論文作成に
あたって資料や原稿を作成 したものについてそれ
ぞれの重みをかけ、それらの総和 として業績指標
(A)を定義 した。図632)は、Aに たいするJの 関
係を男女それぞれについて表示 したものである。
この図が示 した事柄は、同じ業績指標(A)に対し
て、制度的研究条件(J)は女性の場合は男性 より
非常に低いという事実である。つまり、研究条件
がきめられる際に性のバ・イヤスがかかっていると
いう事実の発見である。
研究条件や研究実績の定量化は、世界に先駆け
31)1984年に出された文部省科学研究費総合研究Ar婦人研究者ライフサイクル調査研究V」(研究代表者、塩 田庄兵
衛)の報告書。
32)前掲書で報告された調査結果が登谷美穂子 ・坂東昌子「研究者の活動量 とライフサイクル」、科学、1985年に再
録されている。247ページの図1を引用した。
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Aの ランク別,男女別Jの 平均値.
図6
た新 しい試 みであ った。"女性 は研究業 績 が少 な
いか ら地位 が低 い"とい う一 般的通 念は、す くな
くとも統計的事実 としては否定 されたのであ る。
しか し、 この時点では、何故 この ような結果 が う
まれるの かの決定的原因 までは突 き止め られてい
ない。 その一一つ として、次 に紹介す る業績評価 に
入 り込む性バ イヤスの問題があ る。
2.2ピ アレヴ ュー におけ る性バ イヤス
科学の世界 においては、研究論文 を公表 す るに
際 して ピア レヴ ュー(peerreview)がな され、 そ
の結果 に もとつ いて掲載雑誌の編集責任者 が掲載
の可否 を決定す る。研究費補助について も審査 は
同様 である。 この ピア レヴ ュー とは、研究者 が互
いに他 を審査 し合 うもので、通常審査 員は複数 で
その名前 は伏せ られてい る。 この審査の過程 で論
文 の内容 が吟味 され改善 されてい く例 も多い。 ピ
ア レヴ ュー制度 は学術体制の根幹の一部 をなす も
ので、研究水準 を維持 し、引 き上げてい く上 で非
常 に重要 な役割 を果た してい る。 さまざまな研究
費補 助 金制度 に応 募 して くる研 究計 画 に対 して
は、応募者の これ までの実績や計画の妥当性 な ど
もピアレヴ ューの対象 とな る。
ピアレヴ ューの審査結果 に対す る理由は応募者
に知 らされないこ とが多い。審査結果が納得 され
る もので はな く、応募者が審査の公正 さに疑 問を
持 つ場合 もあ る。審査の結果 に疑問を抱 き詳 し く
調べ た結果、本来評価の対象 にはな りえない応募
者 の性 と縁故関係が大 きな要素 としてはい りこん
でいた こ とを明 らか に し、Nature誌に発表 され
るや ヨー ロ ッパ にセンセーシ ョンを巻 き起 こした
WennerasとWoldの論文33)を紹介す る。
スウ ェー デン医学研 究評議会(SwedishMedi-
calResearchCouncil、略称MRC)に よる研究費
補助金審査過程で生 じた問題はつ ぎの とお りであ
る。1995年度の応募者は女性52人、男性62人、計
114人で、 うち補助 の対 象 として採用 され たのは
20人、 うち女性4人 、男性16人であ った。 審査 に
は①研究能力(scientificcompetence)、②研究 計
画の妥当性(relevanceoftheresearchproposal)、
③提 案 され た方法 の質(qualityoftheproposed
methodology)の3つ項 目が設定 され ていた。
各項 目についての男性 と女性の得点は平均 におい
ていずれ も女性 が低 く、 とくに①の項 目でその差
が顕著 で あ った。 この こ とに疑 問 を抱 いたス ウ
ェー デンの医学者、WennerasとWoldは詳 しい
審査 内容 を知 るこ とに成功 し、独 自に業績評価 基
準 を設 けてMRCの それ と較 べた。基準 として発
33)C.WennerasandA.Wold,rNepotismandSexisminpeer-review」,Nature,387巻 、341-343ペ ー ジ 、1997年 。
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表論文 を掲載 した雑誌 の影響 力、す なわち雑誌の
水準 を掲載論文 の引用度 か ら定量化 し、それ を考
慮 した各人の業績(totalimpact)を割 り出 したの
であ る。 図734)は、MRCの 評価scientificcom-
petenceとtotalimpactの相 関を男性 と女性のそ
れぞれについて図示 した もの である。 この図は、
男性 には女性 と較 べておお きなゲ タがは かされて
い ること(ボーナス)、最高 ランクのtotalimpact
を とった女性 がほ とん ど最低 ラン クのtotalim-
pactをとった男性 と同程度 のscientificcompe-
tenceにな って いる ことを示 して いる。 この違 い
は何によってもたらされたのかを明らかにするた
めに、多変量回帰分析 という手法を使って評価基
準 として明示されているもの以外の要素(研究分
野、所属大学、人種、性、海外留学経験、審査委
員 との縁故、推薦状の有無など)が評価にはい り
こんでいないかを調べた結果、統計的に有意 とさ
れたのは、性 と審査員 との縁故関係の二つの要素
であることが判明したのである。図7の男性 と女
性に対するそれぞれのカーブは、男性であるがた
めに得 られたボーナスと、審査員に縁故関係を持
つがゆえに得 られたボーナスの重ねあわせ として
解釈できたのである。縁故を持たない女性が科学
業績だけで男性に対抗するためには、最高ランク
の雑誌 に余分に20の論文 を発表 しなければな ら
ず、ほとんど不可能に近いことが判明したのであ
る。 これを称 して著者達は、'NepotismandSex-
ism(縁故主義 と性差別)'と名付けた。
表面には出ないけれども女性であることが評価
の基準に不利に作用 していることを"性バイヤス
がかかっている"と表現するが、Nature誌に発
表 されたこの論文は性バイヤスの存在を暴き出し
たことでヨーロッパ科学界のみならず社会にも大
きな衝撃を与え、問題のMRCで は女性の審査委
員を増やし評価方法を改善 した。基準を厳密にし、
審査をモニターする制度を確立 した。さらに応募
者には審査内容と審査員の名前が知 らされるよう
になった。 こうして審査の公平性 と透明性は、著
しく高まったのである35)。
波紋はこれにとどまらず、イギ リスやオランダ
でも同様な調査が行われた。 これらの調査の結果
は、いずれもスウェーデンのような決定的な性バ
イヤスの存在を示すには至 らなかった36)。その違
いの一つが、すでに応募の段階で女性 と男性の比
34)前掲 書 、 図1を 引 用 し た 。
35)ヨー ロ ッ パ 協 議 会 、rPromotingexcellencethroughmainstreaminggenderequality」、34ペ ー ジ 。
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率 が大 きく異な り、評価過 程 に限 った調査 では性
バ イヤスがexplicitには現 れないのではないか と
推定 され ている。 イギ リスの医学 と生物科学系 の
学部 に働 くア カデ ミ ックス タッフの うち、約44%
が女性 であるが、研究費補助の 申請 に応募 す る女
性 は約20%程度であ る37)。これ らの調査 ・研究 は
始まったばかりである。 日本では、科研費審査に
ついてこのような検証を行えるだけの情報が公開
されていない。審査の透明性 と公正さを高める努
力が、ひいては機 会均等'の内実を作 り上げてい
くのではないだろうか?
Vま と め
国立大学の女性教員比率を高めるという国大協
の提言をどのように評価し、女性研究者が女性で
あるが故に経験する多 くの矛盾をどう解決 してい
くのかを考える出発点 として、日本、欧米を中心
として研究者数の実態を概観し、 機 会均等'の理
念を考察 した。皿.3節で要約した ところの女性研
究者の現状は、公正な社会の実現 と科学 ・技術の
発展の両者にとって大きな阻害要因であることを
確認 した。この現状の少な くとも一部は、評価の
過程に入 り込むさまざまな形の性バイヤスに原因
している。これを示す研究は、始まったばか りで
ある。
日本 と欧米社会の間にも様々な違いがある。イ
ン ドや中国な ど、アジアの女性研究者が抱える問
題は必ず しも同じではない。今後、異なった文化
や社会の問で、どのような問題の現れ方をしてい
るのかを調べる必要がある。
"あるポジシ ョンにはそれに一番ふさわしい資
格を持った人が採用される"という理想 に向かっ
て現実の矛盾を克服する試みは、科学 ・技術の世
界に限定されることな く、社会のあ りようにもお
おきな影響を与えるだろう。
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